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前経営強化計画の実績についての総括

○前経営強化計画（2023年4月～2026年3月）においては、経営改善の重点施策として、「貸出金や役務収益増強等による収益力の強化」「人
材育成の強化」「信用リスク管理の一層の強化」「経営の効率化」を掲げ、さらに、この施策の着実な実行に向けた「経営強化計画の確実
な履行体制の構築」を掲げ、経営の改善及び中小規模事業者に対する信用供与の円滑化に積極的に取り組んでまいりました。

○この結果、計画の終期（2026年3月期）までの実績は、以下のとおりとなりました。

・収益性の向上（コア業務純益）、業務効率性の向上（業務粗利益経費率）

マイナス金利政策の解除により金利ある世界となり、資金運用利回りが上昇し始め、貸出金利収で計画を上回ったことに加え、経費削減
に努めたこと等により、コア業務純益、業務粗利益経費率ともに計画を達成することができました。

・中小規模事業者向け貸出の増強

中小規模事業者に対する資金供給を経営上の最優先課題として取り組んできた結果、「中小規模事業者向け貸出残高及び比率」は、いず
れの期においても計画を達成することができました。また、「経営改善支援等取組率」についても、全ての期間において計画を達成する
ことができました。

１

【経営改善の目標と実績】       （単位：百万円、％）

2023/3期
（始期）

24/3期 25/3期 26/3期
始期比

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

コア業務純益 329 293 335 42 296 380 84 335 468 132 138

業務粗利益経費率 68.24 69.94 67.89 △2.05 69.85 65.10 △4.75 67.98 62.11 △5.87 △6.13

【中小規模事業者向け貸出残高及び比率、経営改善支援等取組率】      （単位：百万円、％）

2023/3期
（始期）

24/3期 25/3期 26/3期

始期比

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

中小規模事業者向け貸出残高 63,691 63,993 64,556 563 64,093 65,672 1,579 64,393 66,208 1,815 2,516

中小規模事業者向け貸出比率 38.36 39.03 41.20 2.17 39.11 42.66 3.55 39.02 43.34 4.32 4.98

経営改善支援等取組率 29.09 29.36 32.59 3.23 29.64 31.66 2.02 29.90 39.09 9.19 10.00



経営の改善の目標

２

本計画の実施により達成されるべき経営の改善の目標を以下のとおりとし、その必達に向けて取り組んでまいります。

１．収益性を示す指標
【コア業務純益】 （単位：百万円）

（注）コア業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益

２．業務の効率性を示す指標
【業務粗利益経費率（OHR）】  （単位：％）

（注）・業務粗利益経費率 ＝ （経費 － 機械化関連費用） ÷ 業務粗利益
 ・機械化関連費用には、全国信組共同センター使用料・保証金償却、事務機器等の減価償却費・賃借料、保守関連費用等を計上しております。

2024/3期
実績

25/3期
実績

26/3期
実績

計画始期
の水準

27/3期
計画

28/3期
計画

29/3期
計画

始期からの
改善額

コア業務純益 335 380 468 468 486 588 609 140

2024/3期
実績

25/3期
実績

26/3期
実績

計画始期
の水準

27/3期
計画

28/3期
計画

29/3期
計画

始期からの
改善幅

業務粗利益経費率 67.89 65.10 62.11 62.11 62.02 58.74 58.22 3.89



経営の基本戦略

３

当組合の営業エリアは、各地域の特性やシェアも一様ではなく、それぞれの地域性に応じたきめ細かな営業推進が必要となっております。
滋賀県の経済情勢は、近畿財務局大津財務事務所の「滋賀県内経済情勢報告（2026年４月判断）」では、総括判断を「緩やかに持ち直して
いる」とされていますが、当組合の主要取引先である中小規模事業者においては、原材料高や人手不足等により、依然として厳しい状況と
なっております。

金融機能強化法を活用し強固な財務基盤を構築することにより、今まで以上に地域の中小規模事業者や個人の皆様に積極的な金融支援を
行うことが可能となっておりますが、このような中、現下の厳しい状況の中小規模事業者に対する資金繰り支援や経営の改善支援が当組合
にとって大きな課題となってきています。一方で中小規模事業者に対する支援力を高めるための収益力の向上と一層の財務体質の強化が求
められるため、今後とも、本計画に基づき、経営改善に向けた取組みを一層加速させてまいります。

以上の基本戦略と、前計画の実績を踏まえた課題認識に基づき、本計画においては以下の基本方針（目標）で臨むことといたします。

  以上の基本方針に基づき、以下の４つの事項を重点施策として継続して掲げ、これらの取組みを通して、「中小規模事業者に対する信用
供与の円滑化」を図るとともに「責任ある経営体制の確立」に努めてまいります。

・ 貸出金や役務収益増強等による収益力の向上を図りつつ、その運用原資となる預金の獲得にも注力し、加えて経費削減や経営改善
支援先の取組みの強化を図ってまいります。そのためにも融資のできる人材育成を喫緊の課題と捉え、体制の強化に努めてまいりま
す。

・ また、中東情勢の影響が懸念される中、配当の継続を目指す上で、多大な信用コストが発生しないよう顧客との対話を行い、経営
改善支援を行うなど信用リスク管理態勢の一層の強化を図ってまいります。

（1）貸出金や役務収益増強等による収益力の強化
営業推進体制の一層の強化、取引先の拡大と収益基盤としての貸出金の増強、金融仲介機能の更なる発揮に向けた融資推進等

（2）人材育成の強化
「人材育成プラン」に基づく基本的な人材育成への取組強化、各部門連携強化による人材育成等

（3）信用リスク管理の一層の強化
審査・管理体制の強化、経営陣の牽制機能の充実、経営改善支援等の取組強化を通じた不良債権化の防止、不良債権の圧縮

（4）経営の効率化
戦略的・効率的な要員体制、営業店事務の効率化・合理化推進、物件費の抑制

本計画における基本方針（目標）

本計画における重点施策



貸出金や役務収益増強等による収益力の強化

４

１．営業推進体制の一層の強化
➢ 取引先の事業内容を理解し、取引先の事業の発展や売り上げの拡大につながる提案と、それに応じた預貸金の「知恵と親切を提供す

る」セールスへの取組み

➢ 取引先とのコミュニケーション能力の向上と、フェイス・ツー・フェイスの訪問活動を通じた資金ニーズや課題の把握

➢ 理事長以下各店舗担当の役員と営業店長による帯同訪問等、ガバナンス強化も踏まえた各担当役員の責任の明確化

➢ 営業推進の上での最重要会議である「営業推進会議」（メンバーは、理事長・業務部担当役員・各営業店担当役員・営業店長・業務部

長・業務部副部長、業務部融資主任推進役で構成、オブザーバーとして、常勤監事も参加）の定期的開催と、営業施策・計数の把握・

情報交換等による目標達成に向けた取組みの徹底

➢ 主要項目やビジネスマッチングで目立った成績を残した店舗からベストプラクティス事例や推進施策の発表を通じて、全店の諸目標達

成に繋がる情報共有と支店長の人材育成の場としての営業推進会議内容の充実化

➢ 取引先毎の複合取引深耕のための個社別推進取組表作成と、個々の事業者に対する推進目的を明確化した上での本部からの推進指導・

サポート

➢ 審査部との案件相談会を活用した融資方針協議による対応の迅速化

➢ 融資手続き・管理の更なる円滑化に向けた融資事務取扱・管理に関する現場指導・本部事務指導の徹底

➢ 経験豊富な主任クラス職員を中心とした内勤職員による業務推進（預金・年金の増強に向けた店頭セールス・電話セールス、店周訪問

活動等）の強化

２．取引先の拡大と収益基盤としての貸出金の増強
取引の裾野を広げるためにも創業・新規事業開拓支援先も含め、小口新規先の一層の取組み強化を図り、事業先取引先数の増加に努め、

中小規模事業者向け貸出残高を伸長し、もって地域における存在感を高めていくため、以下の諸施策に取り組んでまいります。

➢ 小口新規事業先の取組み強化

➢ 既存重点取引先の管理の徹底

➢ 適正な利回り確保のための地域信用組合の特性発揮に向けた貸出金増強

➢ ノウハウの提供による業種別推進、情報提供

➢ 地域での特性発揮のための取組み

➢ 個人融資への取組み



貸出金や役務収益増強等による収益力の強化

５

３．金融仲介機能の更なる発揮に向けた融資推進

➢ 中東情勢および原材料高騰等の外的影響を受ける事業者に対する支援強化

➢ 担保・保証に過度に依存することなく、取引先企業の事業の内容や成長可能性等を適切に評価した貸出を増強。特に、事業の将来性が
認められる事業先や地域に不可欠な事業先等への取組みを強化。

➢ 創業・新規事業開拓先に対する支援強化

➢ 企業価値向上に向けたコンサルティング機能の強化のための方策

➢ ソリューションを提供しての伴走支援

➢ 外部機関（滋賀県よろず支援拠点等）との連携強化による取引先支援

４．役務収益の増強
➢ 事業者の経営に関する情報の提供・相談並びに助言・指導等、本業支援を行い、ビジネスマッチングによる手数料収入の一層の増収

➢ 不動産担保調査手数料・収益物件取扱管理手数料等の取り扱い増加による手数料収入の増加

➢ 業務における手間、手数に見合う適正な手数料の設定、見直しによる採算性の改善

５．安定した資金確保のための預金推進
➢ 年金振込先の増強

➢ 金利優遇定期の推進

➢ 法人預金等の増強

➢ プレミアム定期積金の増強

➢ 複合取引の推進

➢ 第7次ＳＫＣシステムにおけるキャッシュレス・通帳レス（新商品）への取組み

➢ 取引先の訪問強化、相談活動の強化

６．効率的な余資運用
有価証券については、安全性・流動性を重視した運用を基本とし、近年は新たな有価証券運用は抑制してきたことから、足元の長期金

利の上昇局面においても、評価損の計上は限定されたものとなっています。一方で、調達コストの上昇を踏まえると、公的資金の返済に
向けて資金運用収益を上げていく必要があります。このため、市場リスクに十分留意しつつ、国債・高格付社債の再購入を中心とした運
用により、収益機会の確保を図ってまいります。



人材育成の強化

６

当組合では、これまで人材育成を最重要課題として取り組む中、特に事業性融資に対応できる渉外担当者の育成に重点を置き、外部人材の

協力を得ながら推進してまいりました。今後は融資企画部を中心として関係各部連携し、お取引先の経営課題解決に貢献できる「コンサル

ティング能力」を発揮出来る人材育成に取り組んでまいります。

１．「人材育成プラン」に基づく基本的な人材育成への取組強化
（１）年度研修計画に基づき、Ｗｅｂ会議環境も積極的に活用した内部研修の実施や外部研修への派遣を通じた研修の充実化。

（２）ＯＪＴ指導状況・進捗状況を見て、営業店の指導者を通じて個々人に応じた指導・育成を実施。

（３）通信教育の受講支援を継続するとともに、融資推進関係の講座の充実を図り、モチベーションの底上げと受講者の自己啓発の取組み拡

大と充実化。

（４）ＦＰ技能検定や宅地建物取引士をはじめとする各種資格取得を奨励し、職員の専門性向上を推進。

２．各部門連携強化による人材育成
（１）専門分野における外部講師による研修会の充実

・コンサルティング会社、税理士、各種ローン保証会社、保険会社、信用保証協会より講師を招き、事例研究等を含めた研修会を実施。

・事業先への経営改善指導やコンサルティング機能の強化に資する研修会についても随時企画、実施。

（２）本部各部門担当者による内部研修会の実施（業務推進、審査・管理、融資事務等）

・業務推進部門では、内勤職員対象の研修会を実施し、預金獲得・年金獲得等の窓口営業等を強化。

・審査・管理部門では、後述の融資事務実務トレーニー研修を通じた各種能力のレベルアップ。

（３）融資企画部による融資事務実務トレーニー研修等の実施

・信用リスク管理と審査能力向上、融資実務の習得を目的として若手渉外者を主としたトレーニー研修や臨店によるＯＪＴ指導を通じた

融資に強い人材育成の推進。

（４）事務サポート相談センターによる事務決裁トレーニー研修の実施

事務サポート相談センターによるＯＪＴを通じて、営業店における事務運営体制の強化に向けた指導により決裁要員（渉外を含めた全

役席者）の育成に取り組んでおります。



信用リスク管理の一層の強化

７

１．審査・管理体制の強化
（１）貸出審査の厳格化、信用リスク管理態勢の強化

・与信に関する基本方針（クレジットポリシー）並びに「貸出金信用リスク管理規程」に基づく審査の徹底。
・経営陣主導で信用リスク管理態勢を検証し、更なる態勢の強化策を検討、実行していくことにより、営業店や審査部による案件審査
や与信管理の充実も含めた、組合全体としてのリスク管理能力の向上に取り組み、新たな不良債権の発生の抑制を図る。

（２）破綻懸念先以下への定期的なモニタリング体制の構築
・理事長、担当役員、審査部及び事業支援グループによる定例会の開催を通じて、要注意先以下で個別対応が必要な取引先への取組方
針を協議・確認するとともに、営業店への指導を実施。

（３）大口与信先、不保全先への業況管理の徹底
・審査部職員による営業店臨店を実施し、大口与信先等の業況把握を徹底。
・業況管理チェック体制を整備し、営業店と審査部が情報共有を強化することで、業況管理を徹底。

（４）規程や要領、様式、ひな型の整備
・2022年７月に創設した融資企画部により、与信取引における各種契約書・取扱要領の改訂・整備を推進。
・更なる現場事務の効率化や適切な顧客説明対応を強化。

２．経営陣の牽制機能の充実
・信用リスク管理態勢に係る500百万円超の大口与信先について理事会等へ定例的に報告するなど、引き続き経営陣による牽制機能の
充実化を図る。

・信用リスク管理部門（審査部・融資企画部）の態勢強化、業況不芳の大口先の実態把握を通じて管理強化に努めるとともに、審査会
における十分な審議を行い、経営陣による更なる牽制機能の充実に努める。

３．経営改善支援等の取組強化を通じた不良債権化の防止
・滋賀県信用保証協会・滋賀県中小企業活性化協議会と連携し、重点管理先に対する経営改善支援を強化することで、財務状況の改
善を図り、不良債権化の未然防止に努める。

４．不良債権の圧縮
・債務者区分のランクアップへの取組みや償却済債権の売却・直接償却等により不良債権の圧縮に取り組む。
・「延滞債権管理要領」に基づく延滞債権の管理回収により延滞の未然防止・解消に努めるとともに、事業の持続可能性が見込まれ
ない先については回収を進め、引き続き不良債権の圧縮を進める。



経営の効率化

８

当組合は、従前から、経営の効率化に向け、ローコスト体制へ移行するとともに、経営資源（ヒト・モノ・カネ）を有効に活用することに
より、お客様の期待に応える質の高い金融サービスの提供に取り組んでまいりました。コスト削減は計画以上に進み、コア業務純益の増益に
貢献しておりますが、物価高やそれに伴う賃金引上げにより今後の経費削減は非常に厳しい状況です。利益目標の達成に向けて、より一層の
合理化・効率化の徹底や、店舗運営体制の見直しによる経費抑制が必要と認識しております。

１．戦略的・効率的な要員体制

生産性を向上させるためには、事務や業務内容について更に見直しを進めるとともに、本部から人材育成の指導・サポートを行い、よ
り少ない要員での業務運営を行う必要があります。また、特に渉外者の人数の減少が顕著であり、集金を中心とした業務の見直しを行い、
より推進に注力してまいります。一方で、窓口の営業力強化を行い、全体としての営業力の維持・強化を図ってまいります。

２．営業店事務の効率化・合理化推進

お客様の待ち時間短縮・負担軽減等のサービス向上や職員の事務負担の軽減によるコスト削減に向け、相互牽制を確保しつつ、シンプ
ルかつ確実な管理体制に取り組んでまいります。

３．物件費の抑制

お取引先の利便性を確保しつつ、一部業務の見直しも検討し、間接コスト等については徹底した削減を図ってまいります。

【要員・経費計画】   （単位：人、百万円、％）

経営強化計画の確実な履行体制の構築

経営企画部を統括管理部署とし、本計画における各種施策の企画・立案を行ってまいります。また、毎月開催している理事長を委員長とす
る「経営強化計画進捗管理委員会」において、引き続き「PDCA」サイクルにより、本計画の進捗状況の管理を行ってまいります。

2026/3期
実績

27/3期 28/3期 29/3期

計画 前期比 計画 前期比 計画 前期比

常勤役職員数 128 128 0 128 0 128 0

人件費 819 845 26 845 0 845 0

業務粗利益人件費率 46.8 46.3 △0.5 43.9 △2.4 43.3 △0.6

物件費 414 440 26 440 0 445 5

うち機械化関連費用 194 205 11 205 0 205 0



中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策

１．円滑な信用供与体制に向けた体制の整備

「営業推進会議」の機能強化により、組合一丸となった営業推進体制の強化、地域特性に応じた営業店戦略の策定、具体的な推進施策の

立案、推進指導等を通して、信用供与体制の整備を図ってまいります。

２．担保又は保証に過度に依存しない融資の促進等

（１）「経営者保証ガイドライン」を踏まえ、事業価値を見極めながら過度な保証に依存しない資金供給に取り組んでまいります。

（２）「企業価値担保権」の有用性を認識しつつ、課題である関係人材の育成や組織体制の整備等導入に向けた基礎的な研究を行ってまいり

ます。

３．経営改善支援等の取組み強化

（１）コンサルティング機能の向上

外部研修や内部研修を計画的に実施し、ＯＪＴや通信教育、自己啓発等をとおして人材育成を進め、組合全体のコンサルティング能力

の向上に努めてまいります。

（２）中小企業活性化協議会等外部団体及び外部専門家の活用

これまでにも滋賀県中小企業活性化協議会や滋賀県信用保証協会、滋賀県産業支援プラザ等と連携し、中小規模事業者等の事業再生や

事業承継に取り組んでまいりました。継続して外部機関等と積極的な情報交換を行うなど、連携を強化するとともに、研修会等の実施に

より外部機関等の活用に係る理解度を深め、より迅速な事業再生に取り組んでまいります。

（３）事業再生ファンドの活用

当組合と滋賀県中小企業活性化協議会及び滋賀県信用保証協会が連携して、「しが事業再生支援ファンド」を活用することにより、事

業再生に向けた支援を積極的に行い地域経済の活性化に取り組んでまいります。

また、信用組合業界の事業再生ファンドである「しんくみリカバリ」についても活用を検討してまいります。

９



信用供与円滑化計画

【中小規模事業者向け貸出計画】  （単位：百万円、％）

（注）中小規模事業者向け貸出比率＝中小規模事業者向け貸出残高 ÷ 総資産

【経営改善支援等取組計画】 （単位：先、％）

（注１）期初債務者数とは、「日本標準産業分類」の大分類に準じた業種別区分に基づく「地方公共団体」「雇用・能力開発機構等」「個人

（住宅・消費・納税資金等）」を総債務者数から除いた数といたします。

（注２）「経営改善支援等取組先」は以下の取組先といたします。

①創業・新事業開拓支援先 ②経営相談先 ③早期事業再生支援先 ④事業承継支援先 ⑤担保・保証に過度に依存しない融資推進先
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2026/3期
実績

26/9期
計画

27/3期
計画

27/9期
計画

28/3期
計画

28/9期
計画

29/3期
計画

中小規模事業者向け貸出残高 66,208 66,300 66,400 66,450 66,500 66,550 66,600

総資産 152,760 155,315 152,671 154,446 149,522 152,095 150,669

中小規模事業者向け貸出比率 43.34 42.68 43.49 43.02 44.47 43.75 44.20

2026/3期
実績

26/9期
計画

27/3期
計画

27/9期
計画

28/3期
計画

28/9期
計画

29/3期
計画

経営改善支援等取組先数 769 770 771 772 773 774 775

期初債務者数 1,967 1,893 1,893 1,890 1,890 1,890 1,890

支援取組率 39.09 40.67 40.72 40.84 40.89 40.95 41.00



責任ある経営体制の確立

１．業務執行に対する監査又は監督の体制の強化

（１）経営に対する評価の客観性を高めるため、全信組連による定期的な経営指導を受けるとともに、全国信用組合監査機構による監査を
年１回程度受査してまいります。

（２）経営の客観性及び透明性を確保するため、外部有識者等による「経営諮問会議」を今後も半期毎に開催し、助言・提言を経営に反映
してまいります。

（３）2023年度から執行役員制度を創設したことにより、徐々にプロパー職員の経営参画を進めてまいります。

２．リスク管理の体制の強化

（１）統合的リスク管理については、「統合的リスク管理規程」に基づき適正な管理に努めてまいります。
（２）信用リスク管理については、P7の信用リスク管理強化のための諸施策を確実に履行し、一層の態勢強化に努めてまいります。
（３）市場リスク管理については、「価格変動性の高い商品は購入しない」、「安定的な利息収入の確保を目的に国債・地方債・社債等を

中心とした運用を行う」との方針や有価証券運用及び市場リスク管理に関する諸規程等に基づき、適正な運用とリスク管理に努めてまい
ります。また、原則毎月ＡＬＭ委員会を開催し、余資の運用状況や、市場リスクについての認識を共有・協議してまいります。

（４）流動性リスク管理については、「流動性リスク管理規程」に基づき、預金や貸出金の動向を随時チェックするとともに、資金繰りに
万全を期すため、支払準備資産の維持・確保に努めてまいります。

（５）オペレーショナル・リスク管理については、事務リスク管理規程、システムリスク管理規程、法務リスク管理規程等に基づき、各リ
スクの発生防止と極小化を図り、経営の維持・安定化に努めてまいります。

（６）2023年4月に「マネーローンダリング・テロ資金供与対策室」を設置しており、今後も全役職員の共通認識の下で必要なリスク低減策
を適切に実施する管理態勢を構築することにより、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策の実効性を確保し、金融シ
ステムの健全性維持に努めてまいります。

３．法令遵守の体制の強化

理事長をコンプライアンス最高責任者とし、コンプライアンス統括部署を設置するとともに、営業店及び本部各部にコンプライアンス担

当者を置き、相互に連携を取りながら、全役職員がコンプライアンスの実践に取り組んでおります。

運営面では、毎年度期初にコンプライアンス・プログラムを策定し、これに基づく部店内勉強会やＯＪＴ指導などの活動を行っておりま

す。なお、コンプライアンス・プログラムの進捗状況については、上期・下期を基準として理事会へ報告しております。

地域に根ざした金融機関として、当組合が組合員の皆様やお客様からゆるぎない「信頼」を確保するため、今後ともコンプライアンス重

視の経営を行ってまいります。
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